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議案第１３４号

１．債務負担行為補正

千円 千円

平成28年度から
平成44年度まで

平成27年度福岡市一般会計補正予算案（第１号）[こども未来局所管分]

予算案
説明書
ページ

事 項 限 度 額
当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

　総額10,368,000千円を限
度とする事業費並びにこれ
に対する消費税及び地方
消費税の合計額相当額

　総額10,368,000千円を限
度とする事業費並びにこれ
に対する消費税及び地方
消費税の合計額相当額

16

～

17

科 学 館 整 備 運 営 事 業
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千円 千円 千円 千円

左 の 財 源 内 訳

備 考特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

　総額10,368,000
千円を限度とする
事業費並びにこれ
に対する消費税及
び地方消費税の合
計額相当額

－－ －

2



議案第１３６号 

福岡市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準を定める条例等の一部を改正する条例

案 

 
１ 改正理由 

国において家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準等の一部が改正された

ことに鑑み，保育所等に係る保育士の数の算定において，保育士とみなすことができ

る者に准看護師を加える等の必要があるによる。 
 
２ 改正概要 

（１）福岡市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準を定める条例の改正 

小規模保育事業所等に係る保育士の数の算定において，保育士とみなすことがで 
きる者について准看護師を追加 

（２）福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例の改正 

乳児４人以上を入所させる保育所に係る保育士の数の算定において，保育士とみ

なすことができる者について准看護師を追加 
 
３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
 
４ 改正条例案の新旧対照表 

（１）福岡市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準を定める条例 

                         ※下線部分が改正部分 

現行 改正後 

 

第１条～第 29条 略 

 （職員） 

第 30 条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模保育事業所Ａ型

に勤務する保健師又は看護師を，１人に

限り，保育士とみなすことができる。 

 

第 31 条 略 

 （職員） 

 

第１条～第 29条 略 

 （職員） 

第 30条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模保育事業所Ａ型

に勤務する保健師，看護師又は准看護師

を，１人に限り，保育士とみなすことが

できる。 

第 31条 略 

 （職員） 
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第 32 条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模保育事業所Ｂ型

に勤務する保健師又は看護師を，１人に

限り，保育士とみなすことができる。 

 

第 33 条～第 44条 略 

 （職員） 

第 45 条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該保育所型事業所内保育

事業所に勤務する保健師又は看護師を，

１人に限り，保育士とみなすことができ

る。 

第 46 条～第 47条 略 

 （職員） 

第48条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模型事業所内保育

事業所に勤務する保健師又は看護師を，

１人に限り，保育士とみなすことができ

る。 

第 49 条 略 

 

第 32条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模保育事業所Ｂ型

に勤務する保健師，看護師又は准看護師

を，１人に限り，保育士とみなすことが

できる。 

第 33条～第 44条 略 

 （職員） 

第 45条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該保育所型事業所内保育

事業所に勤務する保健師，看護師又は准

看護師を，１人に限り，保育士とみなす

ことができる。 

第 46条～第 47条 略 

 （職員） 

第48条 １～２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては，当該小規模型事業所内保育

事業所に勤務する保健師，看護師又は准

看護師を，１人に限り，保育士とみなす

ことができる。 

第 49条 略 

 
 

（２）福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例 

                         ※下線部分が改正部分 

現行 改正後 

 

第１条～第 43条 略 

(設備の基準） 

第 44 条 保育所の設備の基準は，次のと

おりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 満２歳以上の幼児を入所させる保

 

第１条～第 43条 略 

（設備の基準） 

第 44 条 保育所の設備の基準は，次のと

おりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 満２歳以上の幼児を入所させる保
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育所には，保育室又は遊戯室，屋外遊

戯場（保育所の付近にある屋外遊戯場

に代わるべき場所を含む。次号及び附

則第５項において同じ。），調理室及

び便所を設けること。 

第 45 条～第 110条 略 

 

  附則 

１～３ 略 

（経過措置） 

４ ４人以上の乳児を入所させる保育所 

に係る第 45条第２項に規定する保育士 

の数の算定については，当分の間，当該 

保育所に勤務する保健師又は看護師を， 

１人に限って，保育士とみなすことがで 

きる。 

５～６ 略 

 

育所には，保育室又は遊戯室，屋外遊

戯場（保育所の付近にある屋外遊戯場

に代わるべき場所を含む。次号におい

て同じ。），調理室及び便所を設ける

こと。 

第 45条～第 110条 略 

 

  附則 

１～３ 略 

 （経過措置） 

４ ４人以上の乳児を入所させる保育所 

に係る第 45条第２項に規定する保育士 

の数の算定については，当分の間，当該 

保育所に勤務する保健師，看護師又は准 

看護師を，１人に限って，保育士とみな 

すことができる。 

５～６ 略 
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議案第 140号 

福岡市科学館条例案 

 

１ 制定理由 

子どもたちを始め市民が科学を体験し，楽しむことを通じて，自由かつ自発的に学習することを

支援するとともに，福岡の人及び資源と連携し，福岡の将来を担う人材を育成することにより，市

民の文化教養の発展に寄与するため，福岡市科学館を設置する必要があるによる。 

 

２ 制定内容 

本条例は，公の施設の設置条例として，施設の利用に関する事項，指定管理者による管理運営に

関する事項，利用料金に関する事項等について定めるものである。 

 

[条例案の主な内容〕 

総則（第１条～第４条） 

設置，事業，施設，開館時間及び休館日 

施設の利用（第５条～第11条） 

利用の許可，利用の制限，利用する権利の譲渡等の禁止，特別な設備，許可利用者の管理義務

等，許可利用者の原状回復義務，損害賠償 

指定管理者（第12条～第19条） 

指定管理者による管理，利用料金，指定管理者の指定，指定等の告示，指定の取消し等，管理

の基準，指定管理者の原状回復義務等，指定管理者に関する読替え 

雑則（第20条） 

委任 

 

３ 条例案本文 

  ７ページから10ページまで 

 

４ 施行期日 

規則で定める日（科学館の供用開始日については，規則で定める。） 
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議案第１４０号 

福岡市科学館条例案 

（設置） 

第１条 子どもたちを始め市民が科学を体験し，楽しむことを通じて，自由かつ自発的に学習するこ

とを支援するとともに，福岡の人及び資源と連携し，福岡の将来を担う人材を育成することにより，

市民の文化教養の向上に寄与するため，福岡市科学館（第２条第４号を除き，以下「科学館」とい

う。）を福岡市中央区六本松四丁目に設置する。 

（事業） 

第２条 科学館は，前条の設置の目的を達成するため，次に掲げる事業を行う。 

⑴ 科学及び科学技術に関する展示を行うこと。 

⑵ プラネタリウムその他の映写装置による天体運行等の投映等を行うこと。 

⑶ 科学及び科学技術に関する実演会，講演会等を開催すること。 

⑷ 他の科学館，学校，研究機関その他関係団体と連携し，及び協力し，科学及び科学技術を普及

すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか，前条の設置の目的の達成に必要なこと。 

（施設） 

第３条 科学館に基本展示室，ドームシアター，企画展示室，サイエンスホールその他の施設を置く。 

（開館時間及び休館日） 

第４条 科学館の開館時間及び休館日は，規則で定める。 

（利用の許可） 

第５条 ドームシアター，企画展示室及びサイエンスホールを利用しようとする者は，規則で定める

ところにより，市長の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも，

また同様とする。 

２ 市長は，前項の許可に際して，科学館の管理上必要な条件を付すことができる。 

（利用の制限） 

第６条 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，既にした許可を取り消し，又は科学館の利

用を制限し，入館を拒み，若しくは退館を命じることができる。 

⑴ 前条第１項の許可を受けた者（以下「許可利用者」という。）が，偽りその他不正の手段によ

り許可を受けたとき。 

⑵ 許可利用者が，前条第２項の規定により付された条件に違反したとき。 

⑶ 科学館を利用しようとする者又は科学館を利用する者（以下この条及び第11条において「利用

者」という。）が第１条の設置の目的に反する利用をし，又はそのおそれがあるとき。 

⑷ 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反し，又はそのおそれがあるとき。 

⑸ 利用者が科学館の管理上の指示又は指導に従わないとき。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか，科学館の管理上支障があると認められるとき。 

２ 前項の措置によって利用者が損害を受けても，本市はその責めを負わない。 

（利用する権利の譲渡等の禁止） 

第７条 許可利用者は，科学館の施設を利用する権利を譲渡し，又は転貸してはならない。 

（特別な設備） 

第８条 許可利用者は，あらかじめ市長の承認を受けて科学館の施設に特別な設備をすることができ

る。 

２ 市長は，科学館の施設の管理上必要があると認めるときは，許可利用者の負担において科学館の

施設に特別な設備をするよう命じることができる。 

３ 許可利用者は，前２項の設備を，利用期間の満了前にその負担において撤去し，原状に復さなけ
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ればならない。ただし，市長が特に認める場合は，この限りでない。 

４ 許可利用者が前項本文の規定による撤去を行わないときは，市長がこれを行い，撤去に要した費

用を当該許可利用者から徴収する。 

（許可利用者の管理義務等） 

第９条 許可利用者は，利用期間中その利用に係る科学館の施設，付属設備等を善良な管理者の注意

をもって管理するとともに，騒音の防止を図る等の良好な環境の維持に努めなければならない。 

（許可利用者の原状回復義務） 

第10条 許可利用者は，科学館の施設の利用を終了したときは，速やかに自己の責任において科学館

の施設を原状に復して返還しなければならない。 

（損害賠償） 

第11条 利用者がその責めに帰すべき事由により，科学館の施設，付属設備，展示品等（以下「施設

等」という。）を破損し，滅失し，又は汚損して本市に損害を与えたときは，これを原状に復し，

又はその損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第12条 市長は，科学館の管理を地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の

２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

２ 指定管理者が行う科学館の管理に関する業務は，次に掲げるとおりとする。 

⑴ 第２条各号に掲げる事業に関する業務 

⑵ 第５条に規定する許可に関する業務 

⑶ 第６条第１項に規定する利用の制限に関する業務 

⑷ 科学館の施設等の維持及び修繕に関する業務 

⑸ 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める業務 

（利用料金） 

第13条 基本展示室及びドームシアターを観覧する者（ドームシアターにあっては，科学館が主催し

て投映する番組を観覧する者に限る。）からは，別表第１に定める額の範囲内において，指定管理

者が定める観覧料を徴収する。 

２ 許可利用者からは，別表第２に定める額の範囲内において，指定管理者が定める料金を徴収する。 

３ 指定管理者は，第１項の観覧料及び前項の料金（以下「利用料金」と総称する。）の額を定める

場合は，あらかじめ市長の承認を受けなければならない。承認を受けた利用料金の額を変更しよう

とするときも，また同様とする。 

４ 市長は，前項の承認をしたときは，速やかに当該利用料金の額を公告するものとする。 

５ 利用料金は，指定管理者の収入として収受させるものとする。 

６ 指定管理者は，特別の理由があると認めるときは，利用料金を減額し，又は免除することができ

る。 

（指定管理者の指定） 

第14条 市長は，科学館の管理を指定管理者に行わせようとするときは，規則で定めるところにより，

指定管理者の指定を受けようとする者を公募するものとする。ただし，科学館の管理上緊急に指定

管理者を指定する必要がある場合その他特別な事情があると市長が認める場合は，この限りでない。 

２ 指定管理者の指定を受けようとする者は，規則で定めるところにより，市長に申請しなければな

らない。ただし，市長が特別な事情があると認める場合は，市長が別に定めるところにより申請す

ることができる。 

３ 市長は，前項の規定による申請があったときは，次に掲げる基準により最も適切な管理を行うこ

とができると認める者を指定管理者に指定するものとする。 

⑴ 市民の正当かつ公平な利用を確保することができるものであること。 
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⑵ 科学館の効用を十分に発揮させるとともに，その管理に要する経費の縮減が図られるものであ

ること。 

⑶ 科学館の管理をするために必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために必要なその他

の能力が十分であること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める基準 

（指定等の告示） 

第15条 市長は，指定管理者の指定をしたときは，速やかに規則で定める事項を告示しなければなら

ない。告示した事項に変更があったときも，また同様とする。 

（指定の取消し等） 

第16条 法第244条の２第11項に規定する指定管理者による管理を継続することが適当でないと認め

るときは，次の各号のいずれかに該当するときとする。 

⑴ 法第244条の２第10項の規定による報告の要求又は調査に対し，これに応じず，又は虚偽の報

告をし，若しくは調査を妨げたとき。 

⑵ 第14条第３項各号に掲げる基準を満たさなくなったと認めるとき。 

⑶ 次条に規定する管理の基準を遵守しないとき。 

⑷ 偽りその他不正な手段により指定を受けたとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか，当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認める

とき。 

２ 前条の規定は，法第244条の２第11項の規定により指定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務

の全部若しくは一部の停止を命じた場合について準用する。 

（管理の基準） 

第17条 指定管理者は，法令，この条例，この条例に基づく規則その他市長の定めるところに従って

適正に科学館の管理を行わなければならない。 

（指定管理者の原状回復義務等） 

第18条 指定管理者は，その指定の期間が満了したとき，又は法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消され，若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは，

管理をしなくなった科学館の施設等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし，特別の事

情があると市長が認めるときは，この限りでない。 

２ 指定管理者がその責めに帰すべき事由により，科学館の施設等を破損し，滅失し，又は汚損して

本市に損害を与えたときは，これを原状に復し，又はその損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者に関する読替え） 

第19条 第12条第１項の規定により科学館の管理を指定管理者に行わせる場合における第５条及び第

６条第１項の規定の適用については，これらの規定中「市長」とあるのは，「指定管理者」とする。 

（委任） 

第20条 この条例に定めるもののほか，科学館の管理に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，規則で定める日から施行する。 

（供用開始日） 

２ この条例の施行にかかわらず，科学館の供用は，規則で定める日から開始する。 

（指定管理者の不在等の期間における利用料金の取扱い） 

３ 市長が指定管理者の指定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を

命じた場合その他指定管理者が不在等となった場合には，指定管理者が不在等となった日（以下こ

の項において「基準日」という。）から新たに指定管理者を指定する日の前日又は管理の業務の停
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止を命じた期間が終了する日までの間については，市長は，第13条第１項，第２項及び第５項の規

定にかかわらず，基準日前に指定管理者が定めていた利用料金の額に相当する額を使用料として，

同条第１項に規定する者及び許可利用者から徴収する。 

４ 市長は，前項の場合において，特別の理由があると認めるときは，同項の使用料を減額し，又は

免除することができる。 

別表第１ 

１ 基本展示室 

区  分 
金   額 

個  人 30人以上の団体 

大 人 
円  

500 

円  

450 

高 校 生 300 270 

小  人 200 180 

２ ドームシアター 

区  分 
金   額 

個  人 30人以上の団体 

大 人 
円  

500 

円  

450 

高 校 生 300 270 

小  人 200 180 

備考 

１ 「大人」とは高校生及び小人以外の者で15歳以上の者をいい，「小人」とは４歳以上15歳未

満の者をいう。ただし，中学校に在学中の者については，小人とみなす。 

２ 大人，高校生及び小人以外の者は，無料とする。 

３ 年間観覧（１年間を通じて，基本展示室及びドームシアターを観覧できること（ただし，ドー

ムシアターの観覧については，１日１回を限度とする。）をいう。）をする場合の額は，この

表に定める額の20割増しの額とする。 

別表第２ 

１ ドームシアター 

区  分 単  位 金  額 

ドームシアター １時間につき 5,500円    

２ 企画展示室 

区  分 単  位 金  額 

企画展示室 １日につき 21,000円    

３ サイエンスホール 

区 分 

午前９時 

から 

正午まで 

午後１時 

から 

午後５時 

まで 

午後６時 

から 

午後 10時 

まで 

午前９時 

から 

午後５時 

まで 

午後１時 

から 

午後 10時 

まで 

午前９時 

から 

午後 10時 

まで 

サイエンス 

ホ ー ル 
3,300円 13,200円 16,300円 16,300円 29,400円 32,500円 

備考 

１ 許可利用者が入場者から入場料を徴収する場合の額は，この表の金額の10割増しの額とする。 

２ ドームシアター，企画展示室及びサイエンスホールの付属設備の額は，規則で定める。 
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